
 

 

 

白楽荘デイサービスセンター ほのぼの  

指定認知症対応型通所介護 

指定介護予防認知症対応型通所介護 

 

 

 

重要事項説明書 

契約書 

 

 

 

 

 

 

 

 



白楽荘デイサービスセンター ほのぼの  指定認知症対応型通所介護  

                指定介護予防認知症対応型通所介護 

重要事項説明書 

 

 

１．社会福祉法人 楽友会の概要  

 

法人の名称 社会福祉法人 楽友会 

代表者 理事長  曽我 好男 

 所在地 東京都多摩市山王下１－１８－２ 

 電話番号 ０４２－３７４－４６４９ 

 設立年月日 昭和４３年２月７日 

 法人の事業 介護老人福祉施設・短期入所生活介護施設 「白楽荘」 

軽費老人ホーム      「偕楽荘」 

居宅介護支援事業     「白楽荘居宅介護支援事業所」 

             「白楽荘居宅介護支援事業所とよがおか」 

通所介護事業       「白楽荘デイサービスセンター えがお」 

認知症対応型通所介護事業 「白楽荘デイサービスセンター ほのぼの」 

 認知症対応型通所介護事業 「ほのぼの堀之内」 

訪問介護事業所      「白楽荘訪問介護事業所」 

地域包括支援センター   「多摩センター地域包括支援センター」 

（多摩市委託事業） 

              「高齢者あんしん相談センター由木東」 

（八王子市委託事業） 

 

２．白楽荘デイサービスセンター ほのぼのの概要  

 

事業所名 白楽荘デイサービスセンター ほのぼの 

所 長   齋藤 誠 

所在地 東京都多摩市山王下１－１８－２ 

電話番号 ０４２－３７６－２９４２ 

FAX番号 ０４２－３７６－４９６２ 

指定年月日 平成１２年４月１日 

介護保険指定番号 １３７５０００１５３ 

   利用定員 １２人 



サービス対象地域  多摩市 

   設備の概要 食  堂・

機能訓練室 

１１０．３㎡   

浴 室  一般浴室 ・ 機械浴室 

静 養 室  １ 室 

相 談 室  １ 室 

送 迎 車  ５ 台 

 

３．事業の目的と運営方針  

事業の目的  要介護・要支援状態であるご利用者が、住み慣れた地域で、そ

の有する能力に応じて、可能な限り居宅において自立した日常

生活を営むことができるよう、生活の質の確保及び向上を図る

とともに安心して日常生活を過ごすことができるよう、サービ

スを提供することを目的とします。 

運営方針  事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保

険法その他関係法令及びこの契約の定めに基づき、関係する市

町村や事業者、地域の保健・医療・福祉サービス等と綿密な連携

を図りながら、利用者の社会的孤立感の解消及び心身機能の維

持並びにご家族の身体的・精神的負担の軽減を図るために、適切

なサービスの提供に努めます。 

 

４．サービス内容  

「居宅サービス計画書」「介護予防サービス・支援計画書」に基づき、次に掲げるサービス

を内容とする「通所介護計画書」を作成した上で、ご利用者およびご家族に説明した内容

のサービスを提供いたします。 

   １ 身体介護に関すること 

      日常生活動作能力の程度により、必要な支援及びサービスを提供する。 

       ア．排泄の介助 

イ．移動・移乗の介助 

ウ．その他必要な身体の介護 

 

   ２ 入浴に関すること 

      家庭において入浴することが困難な利用者に対して、必要な入浴サービスを提

供する。 

     ア．衣類着脱の介護 

イ．身体の清拭、整髪、洗身 

ウ．その他必要な入浴の介助 



 

３ 食事に関すること 

    給食を希望する利用者に対して、必要な食事のサービスを提供する。 

 

     ア．食事の準備、配膳下膳の介助 

イ．食事摂取の介助 

ウ．その他必要な食事の介助 

 

４ 機能訓練に関すること 

    体力や機能の低下を防ぐために必要な訓練及び日常生活に必要な基本動作を獲

得するための訓練を行う。 

 

   ５ アクティビティ・サービスに関すること 

      利用者が、生きがいのある快適で豊かな日常生活を送ることができるよう、ア

クティビティ・サービスを実施する。これらの活動を通じて仲間づくり、老いや

障害の受容、心身機能の維持・向上、自信の回復や情緒安定を図る。 

 

       ア．レクリエーション 

イ．音楽活動 

ウ．制作活動 

エ．行事的活動 

オ．体操 

カ．休養（養護） 

 

   ６ 送迎に関すること 

      送迎を必要とする利用者に対し送迎サービスを提供する。送迎車両には従事者

が添乗し必要な介護を行う。 

 

    ア．移動、移乗動作の介助 

イ．送迎 

 

   ７ 相談・助言に関すること 

      利用者及びその家族の日常生活における介護等に関する相談及び助言を行う。 

 

       ア．疾病や障害に関する理解を深めるための相談、助言 

       イ．日常生活動作や具体的な介護方法に関する相談、助言 

       ウ．自助具や福祉機器、居住環境の整備に関する相談、助言 

       エ．その他在宅生活全般にわたる必要な相談、助言 



５．職員体制  

                         （令和 6年 4月１日現在） 

 併設型認知症対応型通所介護 

介護予防認知症対応型通所介護 

常 勤 非常勤 業務内容 

 管 理 者 １名  事業所の従業者及び業務の管

理、利用申し込みにかかる調

整、他の従事者と協力して通

所介護計画の作成等 

生活相談員 ５名      

（介護職員と 

兼務） 

        

 

利用者の生活の向上を図るた

め適切な相談・援助等、事業所

内のサービス調整、他の介護

保険施設その他の保険医療サ

ービス又は福祉サービスとの

連携 

介護職 員 ５名        

（生活相談員

と兼務） 

９名 ご利用者の心身状況の把握、

必要な日常生活上の介護等 

看護職 員  ３名 

（機能訓練指

導員と兼務） 

ご利用者の心身状況の把握、

健康管理等 

機能訓練指導員  ３名 

（看護職員と

兼務） 

心身機能の維持・向上のため

の訓練指導・助言 

運 転 手  １名以上 ご利用者の送迎 

事 務 員 １名 １名 従事者の補助的業務及び必要

な事務等 

※事務員は併設の特養と兼務です。 

 

６．営業時間  

営業日 ・ 営業時間 月曜日～土曜日・午前８時３０分～午後６時３０分 

休  日 日曜日・年末年始（１２月３１日～１月３日） 

 

７．利用料  

サービスを利用した場合の「基本利用料」は以下のとおりであり、お支払いいただく「負担

額」は原則として負担割合証に記載のとおり基本利用料の１割、２割又は３割の額です。ただ

し、区分支給限度基準額を超えた場合、その分が自己負担となります。 



 

（１） 認知症対応型通所介護  利用料金 

  要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 

併
設
型 

7～8 時間

利用 

基本利用料  9,726 円   10,760 円 11,815 円 12,871 円 13,904 円 

利用者負担 

1 割負担 

（2 割負担） 

3 割負担 

973 円 

（1,946 円） 

2,918 円 

1,076 円 

（2,152 円） 

3,228 円 

1,182 円 

（2,363 円） 

3,545 円 

1,288 円 

（2,575 円） 

3,862 円 

1,391 円 

（2,781 円） 

4,172 円 

6～7 時間 

利用 

基本利用料 8,595 円 9,530 円 10,444 円 11,336 円 12,261 円 

利用者負担 

1 割負担 

（2 割負担） 

3 割負担 

860 円 

（1,719 円） 

2,579 円 

953 円 

（1,906 円） 

2,859 円 

1,044 円 

（2,089 円） 

3,134 円 

1,133 円 

（2,268 円） 

3,401 円 

1,226 円 

（2,453 円） 

3,679 円 

5～6 時間 

利用 

基本利用料 8,388 円 9,291 円 10,183 円 11,054 円 11,957 円 

利用者負担 

1 割負担 

（2 割負担） 

3 割負担 

839 円 

（1,678 円） 

2,517 円 

930 円 

（1,859 円） 

2,788 円 

1,019 円 

（2,037 円） 

3,055 円 

1,106 円 

（2,211 円） 

3,317 円 

1,196 円 

（2,392 円） 

3,588 円 

 

介護予防認知症対応型通所介護  利用料金 

  要支援 1 要支援 2 

併
設
型 

7～8 時間

利用 

基本利用料 8,410 円 9,400 円 

利用者負担 

1 割負担 

（2 割負担） 

3 割負担 

841 円 

（1,682 円） 

2,523 円 

940 円 

（1,880 円） 

2,820 円 

6～7 時間 

利用 

基本利用料  7,441 円   8,290 円 

利用者負担 

1 割負担 

（2 割負担） 

3 割負担 

745 円 

（1,489 円） 

2,233 円 

829 円 

（1,658 円） 

2,487 円 



5～6 時間 

利用 

基本利用料 7,256 円 8,083 円 

利用者負担 

1 割負担 

（2 割負担） 

3 割負担 

726 円 

（1,452 円） 

2,177 円 

809 円 

（1,617 円） 

2,425 円 

 

（２）加算 

 料 金 負担額 

1割負担 

（2割負担） 

3割負担 

算定回数 

 

入浴介助加算(Ⅰ) 

 （当該要件を満たす場合） 

435円 43円 

（87円） 

130円 

入浴回数／月 

サービス提供体制強化加算Ⅰ 

（別に厚生労働大臣が定める基準に

適合している場合） 

239円 23円 

（47円） 

71円 

 

サービス提供体制強化加算Ⅱ 

（別に厚生労働大臣が定める基準に

適合している場合） 

 195円     19円 

    (39円) 

    58円 

 

サービス提供体制強化加算Ⅲ 

（別に厚生労働大臣が定める基準に

適合している場合） 

 65円         6円 

   (13円) 

    19円 

 

サービス提供体制加算に関して上記

のいずれかを算定 

   

介護職員処遇改善加算Ⅰ 

（当該要件を満たす場合） 

上記基本部分と加算減算の合計

18.1％ 

 

 

 

 

1月につき 

介護職員処遇改善加算Ⅱ 

（当該要件を満たす場合） 

上記基本部分と加算減算の合計

17.4％ 

介護職員処遇改善加算Ⅲ 

（当該要件を満たす場合） 

上記基本部分と加算減算の合計

15.0％ 

介護職員処遇改善加算Ⅳ 

（当該要件を満たす場合） 

上記基本部分と加算減算の合計

12.2％ 

 

 

 



（３）減算 

 基本利用料

金からの減

算額 

減算額 

1割負担 

（2割負担） 

3割負担 

算定回数 

同一建物減算 

（当該要件を満たす場合） 

1,022円 

  

102円 

（204円） 

306円 

1日につき 

送迎減算 

 （当該要件を満たす場合） 

511円 

 

51円 

（102円） 

153円 

片道につき 

※当事業所は生計困難者等に対する負担軽減事業実施の届け出を行っています。 

確認証を提示された上でサービスをご利用いただいた場合、自己負担額が軽減されます。 

 

（４）その他の料金 

 ・昼食・おやつ代  一日あたり ８２０円（昼食７１０円+おやつ１１０円） 

 

誕生食・行事食の日は９２０円になります。 

・その他      アクティビティの材料費や屋外での活動などで要した費用、おむつ

代等を実費でいただくことがあります。 

 

（５）キャンセル料 

  サービス利用を中止（お休み）する場合、下記のキャンセル料がかかります。 

ご利用日の前営業日の午後６時半までにご連絡いただいた場合 無  料 

ご利用日当日までにご連絡いただけなかった場合 昼食・おやつ代 

 

（６）お支払い方法 

 ①  口座引落でのお支払い（預金口座からの振替） 

   手続き後、月末締めで翌月に請求し、翌月の 26日に引き落と手続きとなります。 

   振替手数料は事業所負担となります。 

②  振込でのお支払い（指定口座への振り込み） 

   月末締めで翌月に請求し、翌々月の 10 日までに指定の口座への振り込みをお願いしま

す。 

   振込み手数料はご利用者負担となります。 

③  現金でのお支払い 

   窓口でのお支払いは、月曜日～金曜日の平日午前 10:00～17:00となっております。 

 



※口座引落しでのお支払い・振込でのお支払いの場合でも領収書の発行を行います。 

 

 

８．サービスの利用にあたって 

（１） サービスの提供に先だって、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、

要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間）を確認させていただきます。被保険者証

の記載内容に変更があった場合は速やかに当事業所にお知らせください。 

 

 

（２） ご利用者に係る居宅介護支援事業者、地域包括支援センター等が作成する「居宅サー

ビス計画書」「介護予防サービス・支援計画書」に基づき、ご利用者及びご家族の意向を

踏まえて「通所介護計画書」を作成します。なお、作成した「通所介護計画書」はご利用

者またはご家族にその内容を説明いたします。ご確認をお願い致します。 

 

（３） サービス提供は「通所介護計画書」に基づいて行います。なお、「通所介護計画書」

は、ご利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて変更することがで

きます。 

 

（４） サービスご利用曜日の申込みや変更につきましては、担当の介護支援専門員等とご相

談の上、ご連絡戴くか、直接相談窓口にご相談ください。 

 

（５） サービスの終了 

① ご利用者の都合でサービスを終了する場合 

 サービスの終了を契約期間満了日までもしくは、希望する日の１週間前までにお申

し出下さい。 

② 当事業所の都合でサービスを終了する場合 

  当事業所のやむを得ない事情により、サービス提供を終了させていただく場合がござ

います。その場合は、終了１ヶ月前までに文書で通知いたします。 

③ 自動終了 

  以下の場合は､双方の通知がなくても自動的にサービスを終了いたします。 

・ご利用者が介護保険施設に入所した場合 

・ご利用者が特定施設入所者生活介護、小規模多機能型居宅介護、または認知症対応

型共同生活介護を受けることになった場合。 

・サービスを受けていたご利用者の認定区分が、自立と認定された場合 

・ご利用者がお亡くなりになった場合 

④  その他 

・当事業所が正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、ご

利用者、ご家族に対して社会通念を逸脱する行為を行なった場合、または当センター



が破産した場合、ご利用者様のお申し出によりサービスを終了することができます。 

・ ご利用者が、サービス利用料金の支払いを２ヶ月以上遅延し、料金を支払うよう催告

したにもかかわらず１ヶ月以内に支払われない場合、ご利用者が３ヶ月以上にわたっ

てサービスが利用できない場合、または当事業所や事業所のサービス従業者に対して

本契約を継続しがたいほどの背信行為を行なった場合は、通知により契約を終了させ

ていただく場合があります。 

 

 

（６） サービス利用に当たっての留意事項 

① 送迎時間の連絡    

ご利用前に送迎時間を書いた書面をお渡しします。時間変更がある場合は、その都

度お知らせいたします。 

② 体調確認       

利用当日の体調につきましては各家庭で事前にご確認ください。 

③ 体調不良等によるサービスの中止・変更 

事業所到着後の健康チェック等で体調によってはサービスを変更又は中止するこ

とがあります。その場合は通常料金をいただきます。 

④ 食事のキャンセル   

キャンセル規定に準じます。 

⑤ 時間変更     

利用当日の天候や災害などによる交通事情等により、送迎時間に変更が生じる場合

があります。 

 

９．緊急時の対応方法 

  サービスの提供中にご利用者に容体の変化等が生じた場合、その他必要な場合は、速やか

に主治医、医療機関への連絡等必要な措置を講じるとともに、ご利用者があらかじめ指定す

る緊急連絡先、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等へ連絡をいたします。 

 

１０．非常災害対策 

（１） 災害時の対応 

事業実施中に災害が発生した場合は、直ちに事業を中止し、ご利用者の避難誘導等安全

防護策を講じます。また、ご利用者の送迎中に生じた事故等の場合は、運転手、通所介護

従事者がご利用者の身体の安全を確保するとともに、当事業所の安全管理者の指示により

更に安全な措置を講じます。 

 

（２） 防災設備 

消火器、消火栓、スプリンクラー、自動火災報知設備、ガス漏れ火災報知設備等設置し

ています。 



 

（３） 防災訓練 

消防法の規定に基づく避難訓練及び消火訓練を定期的に行います。 

 

（４） 防火管理者 

施設管理担当課長 

 

 

１１．事故発生時の対応 

  サービス提供による事故が発生した場合には、ご家族、保険者、関係医療機関等への連

絡を行うなど必要な措置を講じます。また、ご利用者に対するサービスの提供により賠償

すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

 

１２．秘密保持と個人情報の取り扱いについて 

（１） 事業者及び職員は、業務上知り得たご利用者・そのご家族に関する秘密を正当な理由

なく第三者に漏らしません。また、この秘密を守る義務は、サービス提供契約が終了し

た後においても継続します。 

 

（２） 事業者は、職員が退職後においても、その秘密を保持する義務を継続する旨を雇用契約

内容とします。 

 

（３） 事業者は、予め文書で同意を得ない限り、個人情報を第三者に提供することはいたし

ません。 

 

１３．虐待の防止について 

当事業所は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措

置を講じます。 

（１） 研修等を通じて、従業者の人権意識の向上や知識の向上に努めます。 

 

（２） 成年後見制度の利用を支援します。 

 

（３） サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養

護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを

市町村に通報します。 

１４．身体拘束の禁止 

  原則として、ご利用者の自由を制限するような身体拘束は行いません。ただし、ご利用者

または他のご利用者、職員等の生命または身体を保護するために緊急やむを得ない理由によ



り拘束せざるを得ない場合には、事前にご利用者及びそのご家族へ十分な説明を行い、同意

を得た後、一定の条件と期間内のもとで行います。また、その理由について記録します。 

 

 

 

１５．サービスに関する相談・苦情 

サービス内容に関する相談・苦情は、下記窓口にお申し出ください。 

苦情解決責任者 所長（管理者）：齋藤 誠 電話 ０４２－３７６－２９４２ 

（日曜を除く午前８時３０分 

～午後６時３０分） 
相談・苦情受付担当者 生活相談員：齊藤 加津美 

楽友会 

第三者委員 

田川 越士 

（多摩市社会福祉協議会） 

山口 圭子 

（多摩市社会福祉士会） 

中島 領 

（行政書士） 

・メール 

dai3sya@rakuyuukai.com 

・楽友会に郵送 

・封緘して楽友会内事務局に提出 

もしくは受付箱に投函 

東京都国民健康保険団

体連合会 

 

介護相談窓口 

 

電話 ０３－６２３８－０１７７ 

（土・日・祝日を除く 

午前９時～午後５時） 

多摩市 オンブズマン事務局 

 

電話 ０４２－３３８－６８０９ 

（土・日・祝日を除く 

    午前８時半～午後５時） 

健康福祉部 介護保険課 電話 ０４２－３３８－６９０１ 

    （土・日・祝日を除く 

     午前８時半～午後５時） 

以下余白 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:dai3sya@rakuyuukai.com


 

令和    年    月    日 

 

通所介護の開始にあたり、利用者に対して本書面に基づいて重要事項の説明を 

行いました。 

 

事業所 

     所在地     東京都多摩市山王下１－１８－２ 

     連絡先     ０４２－３７６－２９４２ 

     名 称     社会福祉法人 楽友会 

             白楽荘デイサービスセンター ほのぼの 

所  長     齋  藤    誠              印 

 

   説 明 者                                印 

 

 

私は、本書面に基づいて、事業者から重要事項の説明を受け、通所介護の開始に 

同意しました。 

 

利用者 

 

     住  所                            

 

 

氏   名                         印 

 

   代理人   

 

住  所                            

 

 

     氏  名                           印 

  



白楽荘デイサービスセンター ほのぼの  認知症対応型通所介護 

介護予防認知症対応型通所介護 

 

契約書 

                   様   （以下、「利用者」といいます）と社会福祉法人楽友会 

白楽荘デイサービスセンター ほのぼの（以下、「事業者」といいます）は、事業者が提供す

る通所介護について、以下のとおり契約を締結します。 

 

（契約の目的） 

第１条 事業者は、利用者に対し、介護保険法令その他関係法令及びこの契約書に従い、利用

者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるようサービスを提供します。 

 

（契約期間） 

第２条 この契約の契約期間は 以下のとおりとします。 

令和    年    月    日 ～ 令和    年    月    日    

２ 契約期間満了日までに、利用者から事業者に対して、契約更新しない旨の申し出がない場

合、本契約は自動的に更新されるものとします。 

 

（サービス計画書の作成及び変更） 

第３条 事業者は、必要に応じて利用者の日常生活全般の状況、心身の状況及び希望を踏まえ、

利用者の「居宅サービス計画書」「介護予防サービス・支援計画書」の内容に沿って、サービ

スの目標及び目標を達成するための具体的なサービス内容等を記載した個別サービス計画

を作成します。（以下「通所介護計画書」といいます）「通所介護計画書」の作成に当たって

は、事業者はその内容を利用者またはその家族に説明し、同意を得た上で交付します。 

２ 事業者は、計画実施状況の把握を適切に行い、一定期間ごとに、目標達成の状況等を記載

した記録を作成し、利用者に説明の上、交付します。 

 

（提供するサービス内容及びその変更） 

第４条  事業者が提供するサービスのうち、利用者が利用するサービスの内容、利用回数及

び利用料は、重要事項説明書のとおりです。 

２ 利用者はいつでもサービスの内容を変更するよう申し出ることができます。この申し出が

あった場合、当該変更が「居宅サービス計画書」または「介護予防サービス・支援計画書」

の範囲内で可能であり、第１条に規定する契約の目的に反するなど変更を拒む正当な理由

がない限り、速やかにサービスの内容を変更します。 

３ 事業者は、利用者が「居宅サービス計画書」または「介護予防サービス・支援計画書」の

変更を希望する場合には、速やかに居宅介護支援事業所または地域包括支援センターに連

絡するなど必要な援助を行います。 



４ 事業者は、提供するサービスのうち、介護保険の適用を受けないものがある場合には、そ

のサービスの内容及び利用料を具体的に説明し、利用者の同意を得ます。 

 

（利用料等の支払い） 

第５条 利用者は、事業者からサービスの提供を受けたときは、重要事項説明書の記載に従い、

事業者に対し、利用者負担金を支払います。 

２ 利用料の請求や支払方法は、重要事項説明書のとおりです。 

３ 利用者が重要事項説明書に記載の期日までにサービス利用の中止を申し入れなかった場

合、利用者は事業者へキャンセル料を支払うものとします。ただし、体調や容体の急変など、

やむを得ない事情がある場合は、キャンセル料は不要とします。 

 

（利用料の変更） 

第６条 事業者は、介護保険法その他関係法令の改正により、利用料の利用者負担金に変更が

生じた場合は、利用者に対し速やかに変更の時期及び変更後の金額を説明の上、変更後の利

用者負担金を請求することができるものとします。ただし、利用者は、この変更に同意する

ことができない場合には、本契約を解約することができます。 

 

（利用料の滞納） 

第７条 利用者が正当な理由なく事業者に支払うべき利用者負担金に変更が生じた場合は、事

業者は、利用者に対し、1ヶ月以上の猶予期間を設けた上で支払期限を定め、当該期限まで

に滞納額の全額の支払いがないときはこの契約を解約する旨の催告をすることができます。 

２ 事業者は、前項の催告をした場合には、担当の居宅介護支援事業所及び保険者と連絡を取

り、解約後も利用者の健康や生命に支障のないよう、必要な措置を講じます。 

３ 事業者は、前項の措置を講じた上で、利用者が第１項の期間内に滞納額の支払いをしなか

ったときは、文書をもって本契約を解約することができます。 

 

（利用者の解約権） 

第８条 利用者は、７日以上の予告期間を設けることにより、事業者に対しいつでもこの契約

の解約を申し出ることができます。この場合、予告期間満了日に契約は解約されます。 

２ 利用者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の規定にかかわらず、予告期間を

設けることなく直にこの契約を解約できます。 

 （１） 事業者が、正当な理由なく本契約に定めるサービスを提供せず、利用者の請求にも

かかわらず、これを提供しようとしない場合 

 （２） 事業者が第１２条に定める守秘義務に違反した場合 

（３） 事業者が、利用者の身体・財産・名誉等を傷つけ、または著しい不信行為を行うな

ど、本契約を継続しがたい重大な事由が認められる場合 

 

 



（事業者の解約権） 

第９条 事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、文書により２週間以上の予告期間を

もって、この契約を解約することができます。 

 （１） 利用者が故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為をなし、事業者の再三の

申し入れにもかかわらず改善の見込みがなく、本契約の目的を達することが著しく困

難となった場合 

 （２） 利用者が事業者の通常の事業の実施地域外に転居し、事業者においてサービスの提

供の継続が困難であると見込まれる場合 

２ 事業者は、前項によりこの契約を解約する場合には、担当の居宅介護支援事業所または地

域包括支援センター及び必要に応じて保険者に連絡を取り、解約後も利用者の健康や生命

に支障のないよう、必要な措置を講じます。 

 

（契約の終了） 

第１０条 次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約は終了します。 

 （１） 第２条第２項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされ、契約期間が満了した

場合 

 （２） 第８条第１項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了した

場合 

 （３） 第６条もしくは第８条第２項に基づき、利用者から解約の意思表示がなされた場合 

 （４） 第７条に基づき、事業者から解約の意思表示がなされた場合 

 （５） 第９条に基づき、事業者から解約の意思表示がなされ、予告期間が満了した場合 

 （６） 利用者が介護保険施設へ入所した場合 

 （７） 利用者が特定施設入居者生活介護、小規模多機能型居宅介護、又は認知症対応型共

同生活介護を受けることとなった場合 

 （８） サービスを受けていた利用者の認定区分が自立となった場合 

 （９） 利用者が死亡した場合 

 

（損害賠償） 

第１１条 事業者は、サービスの提供にあたり、利用者又は利用者の家族の生命・身体・財産

に損害が生じた場合は、速やかに利用者又は利用者の家族に対して損害を賠償します。

ただし、当該損害について事業者の責任を問えない場合はこの限りではありません。 

２ 前項の義務履行を確保するため、事業者は損害賠償保険に加入します。 

３ 利用者又は利用者の家族に重大な過失がある場合、賠償額を減額することができます。 

 

（守秘義務） 

第１２条 事業者及び事業者の従事者は、サービスの提供にあたって知り得た利用者又は利用

者の家族の秘密及び個人情報について、正当な理由がない限り、契約中及び契約終了後にお

いても、第三者に漏らしません。 



２ 事業者は、事業者の従業者が退職後、在職中に知り得た利用者又は利用者の家族の秘密及

び個人情報を漏らすことがないよう必要な処置を講じます。 

３ 事業者は、利用者及び利用者の家族の個人情報について、介護保険法第２３条に基づくも

ののほか、利用者の「居宅サービス計画書」「介護予防サービス・支援計画書」「通所介護計

画書」の立案のためのサービス担当者会議並びにサービス事業者等との連絡調整において

必要な場合に限り、必要最小限の範囲内で使用します。 

４ 第１項の規定にかかわらず、事業者は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援

等に関する法律（平成１７年法律１２４号）に定める通報ができるものとし、その場合、事

業者は秘密保持義務違反の責任を負わないものとします。 

 

（苦情処理） 

第１３条 利用者又は利用者の家族は、提供されたサービスに苦情がある場合は、重要事項説

明書に記載された事業者の相談窓口及び関係機関に対して、いつでも苦情を申し立てるこ

とができます。 

２ 事業者は、提供したサービスについて、利用者又は利用者の家族から苦情の申し出があっ

た場合は、迅速かつ適切に対処し、サービスの向上及び改善に努めます。 

３ 事業者は、利用者が苦情申立を行った場合、これを理由としていかなる不利益な扱いもい

たしません。 

 

（サービス内容等の記録の作成及び保存） 

第１４条 事業者は、サービスの提供に関する記録を整備し、完結の日から５年間保存します。 

２ 利用者及び利用者の後見人（必要に応じ利用者の家族を含む）は、事業者に対し、いつで

も前項の記録の閲覧及び複写を求めることができます。ただし、複写に際しては、事業者は

利用者に対して、実費相当額を請求できるものとします。 

３ 事業者は、契約の終了にあたって必要があると認められる場合は、利用者の同意を得た上

で、利用者の指定する他の居宅介護支援事業者、地域包括支援センター等へ、第１項の記録

の写しを交付することができるものとします。 

（契約外条項） 

第１５条 本契約に定めのない事項については、介護保険法その他関係法令の定めるところを

尊重し、利用者及び事業者の協議により定めます。 

 

（裁判管轄） 

第１６条 この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者及び事業者は、利用者の送

迎所在地を管轄する裁判所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。 

 

以下余白 



 

上記の契約を証するため、本書２通を作成し、利用者、事業者が署名押印の上､ 

１通ずつ保有するものとします。 

 

契約締結日    令和    年    月    日 

 

 

事業者 

 

【住 所】 東京都多摩市山王下１－１８－２ 

 

【事業所】 社会福祉法人  楽 友 会  

 

白楽荘デイサービスセンター ほのぼの 

                  （事業者番号  １３７５０００１５３） 

 

所長   齋  藤    誠                印 

 

 

利用者 

 

【住 所】                             

 

 

【氏 名】                          印 

 

 

代理人 

   

    【住 所】                            

 

 

【氏 名】                          印 

 

 

 

 

 



以下余白 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


